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第２部　ぐんまの環境

（1） 策定の趣旨

　廃棄物の排出抑制や減量化、 資源循環を推進し、

廃棄物の適正処理を確保するため、 県や市町村等

の行政機関、 排出事業者や処理業者、 県民が資源

の循環と廃棄物の適正処理に向けた役割を果たす

ための方策や施策を示すために、 平成18年３月に策

定しました。

（2） 計画の期間

　平成18年度から22年度までの５か年計画です。また、

廃棄物の減量の目標設定は、 第１次計画の目標設

定を引き継いで、 平成22年度としています。

　なお、 平成23年３月に、 上記計画及び 「群馬県

循環型社会づくりビジョン」 を引き継ぐ新計画 「群馬

県循環型社会づくり推進計画」 を策定しました （計

画の概要は巻頭特集を参照）。

（3） 計画の基本方針

　排出抑制 （リデュース）、 再利用 （リユース）、 再

生利用 （リサイクル） による廃棄物の減量化と、 廃

棄物の適正な処分の確保を図ります。

　そのためには、行政機関のみならず県民や事業者、

廃棄物処理業者がそれぞれの立場に応じた役割を

果たし、 これらが一体となって取り組むことが必要で

す。

（4） 廃棄物の見込み及び減量化等の目標値

　表2－3－3－1及び表2－3－3－2のとおりです。

第３節　廃棄物の適正処理の推進と不法投棄の防止

１　第２次群馬県廃棄物処理計画

表２－３－３－１　一般廃棄物（ごみ）の見込み及び目標値　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千トン）

年度及び区分 排　出　量
中間処理による
減量化量

再生利用量 最終処分量 

平成10年度実績 783 554(70.8%) 112(13.4%) 131 (16.7%)

平成22年度

見 込 み 874[111.6%] 684(78.3%) 141(15.3%)  95        
 (10.9%)

 [72.5%]

目 標 値 742[95%] 513(69%) 218(27%) 66
   (9%)   

 [50%]

（参考）平成21年度実績 803[102.6%] 585 （72.9%） 121 （15.1%） 97
（12.1%）

[74.0%]

（注）1　（　）は、排出量に対する割合（再生利用量の欄は（排出量＋集団回収量）に対する割合を、[　]は、平成10年度に対
する割合を示す。

　　2　平成10年度実績並びに平成22年度見込み及び目標値における排出量は、収集ごみ量＋直接搬入量＋自家処理量
により求めた数値であり、平成21年度実績における排出量は、収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量により求め
た数値である。

表２－３－３－２　産業廃棄物の見込み及び目標値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千トン）

年度及び区分 排　出　量
中間処理による
減量化量

再生利用量 最終処分量 

平成10年度実績
3,891

7,275
2,223(57.1%) 1,308(33.6%) 349 (9.0%)

平成22年度

見 込 み
4,049[104.1%]

7,612[105%]
1,951(48.2%) 1,935(47.8%) 157

 (3.9%)  

  [45%] 

目 標 値
4,554[117%]

8,117[112%]
2,569(56%) 1,816(40%) 156

 (3.0%)  

  [45%] 

（参考）平成20年度実績
3,497[89.9%]

6,686[91.9%]
1,763(50.4%) 1,639(46.9%) 95

(2.7%)

[27.2%]

（注）1　（　）は、排出量に対する割合、[　]は、平成10年度に対する割合を示す。
　　2　排出量の斜体の数値は、畜産系廃棄物（動物のふん尿等）を含む量を示す。
　　3　産業廃棄物の排出量等の調査は5年に1回の実施のため、最新の実績は平成20年度のものである。
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＊１一般廃棄物 ：廃棄物とは、 ごみ、 粗大ごみ、 燃え殻、 汚泥、 ふん尿、 廃油、 廃酸、 廃アルカリ、 動物の死体その他の汚物又は不要物であって、 固

形状又は液状のもの （放射性物質及びこれによって汚染された物を除く。） をいいます。 このうち一般廃棄物とは、 産業廃棄物以外の廃棄物で、 主に家

庭等から出されるごみやし尿のことです。

（5） 廃棄物の減量その他適正処理の目標達成のた

めの取組

ア　総括的事項

　各主体 （県民、 事業者、 廃棄物処理業者、 市

町村、 県） の役割分担とその協力 ・連携

イ　一般廃棄物対策

　ａ　排出抑制 ・減量化

　ｂ　適正な処理体制の確保

　ｃ　情報支援体制の整備

ウ　産業廃棄物対策

　ａ　処理施設の確保対策

　ｂ　再生利用施設の設置促進

　ｃ　再生しやすい廃棄物の排出促進

エ　対策の必要なその他の廃棄物

　ａ　ＰＣＢ廃棄物

　ｂ　医療系廃棄物

　ｃ　アスベスト廃棄物

オ　不適正処理対策

　ａ　不適正処理撲滅対策

　ｂ　早期発見 ・ 早期中止 ・ 早期撤去を旨とした不

法投棄防止対策

（6） 計画の推進及び進行管理

　県及び各主体の適切な対応を確保しつつ、 市

町村や関係機関 ・ 団体と連携して積極的に計画

推進を図りました。

　目標達成に向けて、 進捗状況の把握に努めると

ともに計画遂行のための措置を検討しました。

図２－３－３－１　し尿処理状況

し尿処理方法（人口）

自家処理
282人
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1,838,758人
（91.6％）

874,279人
（43.6％）　　

県人口

2,006,903人

（注）一般廃棄物処理事業実態調査（平成21年度実績）によるものです。

市町村の
計画収集
　　167,863人
　　 （8.4％）

　家庭等から出されるごみやし尿などの一般廃棄物を衛

生的に処理することは、 私たちの生活環境を守り、 公衆

衛生の向上を図るうえで大変重要です。

　一般廃棄物の処理は、 市町村が計画 （一般廃棄物

処理計画）を定めて、その計画に基づいて行っています。

県では、市町村における一般廃棄物の処理が、適正に

安定して行えるよう支援しています。

（1） し尿処理の状況

　平成21年度の県内におけるし尿の総排出量は約

142万キロリットルであり、 し尿は、 下水道終末処理

施設やし尿処理施設、 浄化槽などで処理されていま

す。

　また、 県内の浄化槽の設置数は、 平成22年度末

で約31万7千基であり、 浄化槽利用人口は、 平成21

年度末で約93万7千人 （県内総人口に占める割合

は46.7％） となっています。

　しかし、 浄化槽全体に占める合併処理浄化槽の割

合は約31.1％ （98,463基） であり、 生活雑排水を適

切に処理し河川等の浄化を進めるためには、 合併

処理浄化槽の整備の促進が必要です。

　平成21年度におけるし尿処理状況及び水洗化人

口と浄化槽設置状況については、 図2－3－3－1、 表2

－3－3－3に示すとおりです。

２　一般廃棄物＊１の現状
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（2） ごみ処理の状況

　平成21年度の県内におけるごみの総排出量は約

803千トンであり、 県民一人一日当たり約1,096グラム

となっています。 （県民一人一日当たりの内訳は、

生活系ごみが約816グラム、 事業系ごみが約281グラ

ムです。）

　県内の市町村におけるごみ処理は、 粗大ごみ処

理 ・ 資源化施設 （27か所）、 焼却施設 （22か所）、

ごみ固形化燃料施設 （3か所）、高速堆肥化施設 （3

か所） で行われており、 焼却残さ等は最終処分場

（23か所） で埋立処分されています。

　平成21年度の県内のごみ処理の状況を図2－3－3－

2に示します。

　なお、 平成14年12月1日から本格適用されたダイ

オキシンの排出基準については、 県内市町村のす

べての焼却施設で基準を満たしています。

可燃ごみ
【568,532】

総排出量 (A)+(B)
【803,030】

 (A) 総収集量
【755,589】

不燃ごみ
【24,104】

資源ごみ
【51,629】

その他
【635】

粗大ごみ
【6,536】

直接搬入ごみ
【104,153】

 自家処理量
【158】

(B)集団回収量
　　　　【47,441】

図２－３－３－２　平成21年度の県内のごみ処理の状況（単位：トン）
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⑩直接資源化量【27,705】

⑭
処理残さ投入【0】

処理残さの焼却【15,749】

⑫

直接埋立　①【3,269】

焼却残さの埋立　⑪【76,248】

処理残さの埋立
⑬【17,213】

資源化へ【518】
処理残さの焼却【14,736】
　　　〃　埋立【15,541】

粗大ごみ処理施設

【52,997】

③+⑭

③【52,997】
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④
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⑥
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【7,527】

⑧

⑧【7,527】
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処理残さの焼却【0】
　　　〃　埋立【571】

その他の施設

【626】

⑨

⑨【626】

処理残さの焼却【0】
　　　〃　埋立【0】
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紙類 26,308
紙パック 224
紙製容器包装 194
鉄 13,755
非鉄金属類 2,660
ガラス 11,573
ペットボトル 4,006
白色トレイ 43
容器包装プラスチック類 3,840
プラスチック類 613
布類 334
肥料 282
溶融スラグ 20
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計
画
収
集
人
口

　

2
，
0
0
6
，
9
0
3
人

表２－３－３－３　水洗化人口と浄化槽設置状況

総人口 2,006,903人 100%
浄化槽
設置基数

合併処理浄化槽 98,463基 31.1%

水洗化人口

浄化槽 937,383人 46.7% 単独処理浄化槽 218,076基 68.9%

下水道 874,279人 43.6% 計 316,539基

コミュニティプラント 27,096人 1.4% (注）人口は一般廃棄物処理事業実態調査（平成21年度実績）、基数は平
成22年度末浄化槽設置届出等のデータによるものです。計 1,838,758人 91.6%
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１人１日あたり、 どれくらいのごみが出るの？コラム

水をきれいにする浄化槽コラム

第３章　持続可能な循環型社会づくり

（1） 一般廃棄物処理施設の監視 ・指導

　維持管理状況及び自主測定結果の確認のため91

施設 （全施設の67%） の立入検査を実施し、 指導し

ました。

（2） 循環型社会推進のための市町村支援

　県内の市町村が整備する一般廃棄物処理施設に

ついて、 効率性、 経済性及び環境に与える負荷の

低減、 さらには循環型社会形成の推進の観点から、

一般廃棄物処理の広域化を推進するため、 群馬県

一般廃棄物処理マスタープラン （広域化計画） を策

定しました。

　県では、 本計画を実効あるものとするため、 広域

化ブロックごとに、 順次、 その構成市町村を対象に、

広域的処理を構築するための組織の設立のための

調整を行うとともに、 一般廃棄物広域処理システム

検討用基礎的資料の提供や技術的支援を積極的に

行っています。

３　一般廃棄物に関して講じた施策

　平成21年度に群馬県内で排出されたごみは、約80万トン。

県民１人１日あたりで計算すると約1,096グラムになります。

４人家族で、 １年間に約1.6トン。 これは、 大きめの乗用

車１台とほぼ同じ重さですから、 ごみの量の多さがイメー

ジできると思います。

　群馬県でも、 県民の皆さんの協力のもと、 ごみ減量に

向けて様々な取組を進めており、 １人１日当たりのごみ

排出量でも少しずつ効果が現れていますが、 残念ながら

全国平均と比べて減量化が遅れています。

　ごみを減らすには、 皆さん一人一人の日頃の取組

が何よりも大切です。 皆様の一層の御協力をお願い

します。

　生活排水 （し尿と台所、 お風呂、 洗濯等の雑排水を合わせたもの） を浄化する施設は、 主に、 ①複数の家庭

の生活排水や工場排水を管渠で集めて集合処理する 「下水道」、 ②団地等の生活排水を管渠で集めて集合処

理する 「コミュニティプラント」、 ③生活排水を戸別処理する 「浄化槽」 があります。

　浄化槽での排水の浄化は、 浄化槽の中にいる微生物の力を利用して行っています。 微生物が働く環境を整え

るために、 浄化槽の定期的な保守点検、 清掃、 検査が必要です。 みなさんの浄化槽は、 保守点検、 清掃、 検

査が実施されていますか？

※浄化槽整備事業については、 48ページも御覧ください。

図2－3－3－3　１人当たりゴミ排出量の推移
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＊１産業廃棄物 ： 廃棄物のうち、 事業活動に伴って生じた燃え殻、 汚泥、 廃油、 廃酸、 廃アルカリ、 廃プラスチック類その他政令で定めるものを産業廃

棄物といい、 20種類が定められています。
＊2中間処理 ：産業廃棄物を埋立処分する前に、 減容化 ・無害化 ・安定化などの処理をすることをいいます。

　様々な事業活動に伴って県内で排出される産業廃

棄物は年間約350万tと推計されています。

　産業廃棄物の処理状況は、 平成21年度広域移動

量調査 （環境省） によると、取扱量の多い品目から、

がれき類、 廃プラスチック類、 汚泥、 木くずの順とな

っています。 このうち、 県内での中間処理＊2量は、

がれき類が最も多く、 次いで木くずであり、 県外での

中間処理量が多い品目は、 汚泥、 廃プラスチック類

等となっています。 一方、 最終処分 （埋立） につい

ては、 県内処理は、 がれき類、 ガラスくず等、 廃プ

ラスチック類が多く、 県外処理は、 廃プラスチック類

のほか、 汚泥、 燃え殻等が多くなっています。

　県民生活や産業活動を維持するうえで、 産業廃棄

物処理施設の整備は不可欠なものですが、 生活環

境への悪影響を懸念する周辺住民の反対等により、

新たな施設の設置は依然として厳しい状況にありま

す。

　平成22年５月に、 廃棄物の適正な循環的利用の推

進、 排出事業者責任の充実、 処理業者による適正

処理の確保等を目的として廃棄物処理法が改正され、

平成23年４月から全面施行されました。 県としては、

生活環境に配慮した優良な産業廃棄物処理施設を

確保するため、 排出事業者や処理業者に対する指

導と廃棄物処理に対する県民の信頼向上に一層努

めていきます。

４　産業廃棄物＊１の現状

表２－３－３－４　県内発生産業廃棄物の広域移動量（品目ごと）（平成21年度実績）

産業廃棄物の種類 取扱量 （千トン）
県内処理 （千トン） 県外処理 （千トン）

埋立 中間処理 埋立 中間処理

燃 え 殻 25 － 0 9 15

汚 泥 185 1 31 9 145

廃 油 55 － 29 － 26

廃 酸 16 0 1 － 15

廃 ア ル カ リ 19 － 1 1 18

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 213 10 59 40 103

紙 く ず 8 0 3 0 5

木 く ず 175 － 153 3 19

繊 維 く ず 1 － 0 0 1

動 植 物 性 残 さ 41 － 23 － 18

動 物 系 固 形 不 要 物 1 － － 0 1

ゴ ム く ず 0 0 0 0 0

金 属 く ず 93 0 81 1 11

ガ ラ ス く ず 等 95 13 45 1 35

鉱 さ い 31 3 0 2 26

が れ き 類 1,061 13 960 3 84

動 物 の 糞 尿 13 － 13 － －

動 物 の 死 体 2 － 1 1 －

ば い じ ん 6 1 0 1 4

そ の 他 39 0 8 1 30

計 2,079 42 1,409 71 557

（注）１　全国の処分実績報告を元に作成した広域移動量調査（環境省）から抜粋したものです。（本年版から新規に掲載しました。）
（注）２　0は500t未満であり、－は該当なしを表しています。
（注）３　特別管理産業廃棄物は対応する産業廃棄物として集計しています。ただし、感染性廃棄物はその他に含まれています。
（注）４　各項目量は、四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
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表２－３－３－５　県内発生産業廃棄物の広域移動量（処理先ごと）（平成21年度実績）

処理区分
処分先地域

総計 （千トン） 中間処理 （千トン） 最終処分 （千トン）

茨城県 28 28 －
栃木県 128 127 1
埼玉県 249 249 －
千葉県 31 24 6
東京都 11 11 －
神奈川県 27 27 －

　ブロック内計 474 467 7
　県内処理 1,451 1,409 42
　ブロック外計 155 91 64

北海道 ・東北 123 66 57
中部 21 17 4
近畿 6 4 3
中国 1 1 －
四国 － － －
九州・沖縄 4 3 0

（注）１　全国の処分実績報告を元に作成した広域移動量調査（環境省）から抜粋したものです。
（注）２　0は500t未満であり、－は該当なしを表しています。
（注）３　各項目量は、四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

表２－３－３－６　産業廃棄物処理業者の状況（平成22年度末現在）

 産　　業　　廃 　棄　 物 特別管理産業廃棄物

計
収集運搬

 処　　 分　   業
収集運搬 処　分中間処理 最終処分 中間処理

最終処分
4,609 214（34） 8（1） 4（2） 443 14（2） 5,292（39）

（注）  産業廃棄物収集運搬業、 産業廃棄物処分業、 特別管理産業廃棄物収集運搬業、 特別管理産業廃棄物処分業の許可を重複して取得し
ている業者がいるため、 合計欄は延べ業者数となります。 （括弧内は、 前橋市内のみに処理施設のある許可業者数で内数。）

表２－３－３－７　産業廃棄物処理施設設置許可状況（平成22年度末現在）

産業廃棄物処理施設の種類 設置者区分 事業者 処理業者 計
汚泥の脱水施設 （10㎥／日を超えるもの） 95（10） 4 99（10）
汚泥の乾燥施設（機械乾燥） （10㎥／日を超えるもの） 10 （1） 2 12 （1）
汚泥の乾燥施設（天日乾燥） （100㎥／日を超えるもの） 2 0 2
汚泥の焼却施設 （200㎏/時、火格子面積2㎡を超えるもの） 4 4 8
廃油の油水分離施設 （10㎥／日を超えるもの） 1 8 （1） 9 （1）
廃油の焼却施設 （10㎥／日、200㎏/時、火格子面積2㎡を超えるもの） 3 3 6
廃酸又は廃アルカリの中和施設 （50㎥／日を超えるもの） 1 0 1
廃プラスチック類の破砕施設 （5t／日を超えるもの） 1 33 （5） 34 （5）
廃プラスチック類の焼却施設 （0.1t/日、200㎏/時､火格子面積2㎡を超えるもの） 7 11 （1） 18 （1）
木くず又はがれき類の破砕施設 （5t／日を超えるもの） 10 （3） 147（18） 157（21）
有害汚泥のコンクリート固形化施設 （すべてのもの） 0 0 0
水銀を含む汚泥のばい焼施設 （すべてのもの） 0 0 0
シアン化合物の分解施設 （すべてのもの） 0 0 0
廃PCB等の焼却施設 （すべてのもの） 0 0 0
PCB汚染物の洗浄施設 （すべてのもの） 0 0 0
産業廃棄物の焼却施設 （200㎏/時、火格子面積2㎡を超えるもの） 3 17 （2） 20 （2）
中 間 処 理 施 設 小 計 137（14） 229（27） 366（41）
遮 断 型 最 終 処 分 場 0 0 0
安 定 型 最 終 処 分 場 2 20 （3） 22 （3）
管 理 型 最 終 処 分 場 8 5 13
最 終 処 分 場 小 計 10 25 （3） 35 （3）

計 147（14） 254（30） 401（44）

（注） 1　 法に基づく設置許可（平成4年７月３日以前は設置届出）をした施設数を示します。（括弧内は前橋市内に設置さ
れた処理施設数で内数。）

　　　2　 最終処分場については、埋立が終了しても廃止届が提出されていない施設を含みます。
　　　3　 最終処分場（安定型）については、平成9年度11月末以前に設置した埋立面積3,000㎡未満のものを含みません。
　　　4　 木くず又はがれき類の破砕施設については届出によるものを含みます。
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優良産廃処理業者の認定制度コラム

　平成22年廃棄物処理法改正により、 優良産廃処理業者の認定制度が設けられました。

　優良な産業廃棄物処理業者を育成するため、 事業の実施に関する能力 ・ 実績が一定の基準を満たす産業廃

棄物処理業者について、 許可の有効期間を7年としました （従前は一律5年）。 認定を希望する処理業者は、 優

良基準に適合することを証する書類を添付して都道府県知事に申請します。 知事は優良基準に適合すると認め

た場合、 優良マークの入った許可証を交付します。

　この制度の効果として、 優良産廃処理業者は、 許可更新に要する事務負担が軽減され、 特に広域的に事業展開

する処理業者にとっては大きなインセンティブとなります。 また、 排出事業者にとっても、 安心して委託できる優良な

処理業者の選択が容易となり、 排出事業者責任の確実な履行を補完することができます。

（1） 排出事業者指導

　産業廃棄物は、 排出事業者が自らの責任で適正

に処理することが廃棄物処理法で義務づけられてい

ます。 排出事業者の適正処理、 廃棄物の減量化 ・

再生利用の推進を図るために、 次の 「情報基盤整

備事業」 を実施しています。

ア　産業廃棄物相談員の配置

　産業廃棄物相談員３名 （廃棄物 ・ リサイクル課、

西部環境森林 ・ 東部環境事務所） を配置し、 排

出事業者に対して廃棄物適正処理、 廃棄物減量

化推進等の相談と指導を行っています。 平成22年

度は480の事業所を訪問しました。

イ　産業廃棄物専用ホームページ

　廃棄物 ・ リサイクル課ホームページ 「群馬県産

業廃棄物情報」 により、 廃棄物の関係法令や処

理業者に関するデータ等最新の情報を分かりやす

く事業者や県民に伝えています。

　また、 前年度の産業廃棄物の排出量が1,000トン

（特別管理産業廃棄物は50トン） 以上の多量排出事

業者は廃棄物の減量等に関する計画を作成して知

事に提出することになっており、 平成22年度におけ

る提出状況は表2－3－3－8のとおりです。

（2） 産業廃棄物処理業者指導

　産業廃棄物は、 排出事業者が自ら適正に処理す

るほか、 その責任において、 収集運搬業 ・ 処分業

許可を有する産業廃棄物処理業者に委託して処理

することとされています。

　産業廃棄物処理業者に対しては、 毎年、 定期的

に立入検査を実施しており、 平成22年度は延べ440

事業所に対して立入検査を実施しました。

　また、 不適正処理等により廃棄物処理法に違反し

たり、 欠格要件に該当した16業者に対して、 処理業

の許可取消の行政処分を行いました。

　なお、 産業廃棄物処理施設の設置許可等の状況

及び産業廃棄物処理業者の許可状況は表2－3－3－9

及び表2－3－3－10のとおりです。

（3） PCB廃棄物について

　平成13年６月に成立した 「ポリ塩化ビフェニル廃棄

物の適正な処理に関する特別措置法」 により、 トラ

ンス、 コンデンサなどのPCB廃棄物を保管する事業

者は、 毎年度知事に保管 ・ 処分状況を届け出る義

務があり、 平成21年度末現在で1,595事業所が届出

をしています。

　PCB廃棄物の処理については、 北海道室蘭市に国

の関与による専門の処理施設が建設され、 平成20年

５月より処理が行われています。 また、 微量のPCBが

混入している機器を把握するため、 相談員による立入

指導を行うとともに、 中小企業者等に対して、 分析検

査費用を助成し、 平成22年度は新たに80台のPCB汚

染機器を把握しました。

（4） 最終処分場モデル研究事業

　新たな設置が特に難しい最終処分場について、 地

元住民の方々にとって安全で安心できる施設を確保

するため、 最終処分場モデル研究事業として桐生市

新里町地内に安定型モデル処分場が設置され、 平

成14年２月から稼働しています。 この処分場では、

許可品目以外の廃棄物が混入しないよう常駐の監視

員が展開検査を監視しています。 また、 地元地区代

表、 行政、 事業者で構成する運営連絡協議会を定

期的に開催し開かれた処分場の運営に努めていま

す。

５　産業廃棄物に関して講じた施策
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（1） 不法投棄

　平成22年度に県内で新たに認知した不法投棄は

46件656トンでした。

　不法投棄の件数は、 経年的に見ると減少傾向にあ

るものの、 いまだ50件前後が毎年発生しています。

量的にも大規模な事案は少なくなっており、 全体とし

て小規模化しています。 しかし、 依然として後を絶た

ない状況にあります。 （表2－3－3－11）

　不法投棄された廃棄物の種類では、 一部の年を除

き、 構築物の解体に伴って発生する 「がれき類」 が

最多となっています。 （表2－3－3－12）

６　不法投棄等不適正処理の現状

表２－３－３－８　平成22年度多量排出事業者の報告状況

区　　　分 事業所数 発生目標量(トン)

産業廃棄物（※） 146 1,028,871

特別管理産業廃棄物 55 32,384

※特別管理産業廃棄物以外の産業廃棄物

表２－３－３－９　平成22年度

　　　　　　　　　産業廃棄物処理施設の設置許可等の状況

処理施設の種類 設置許可数 変更許可数

中間処理施設 3 1

最終処分場 0 1

計 3 2

表２－３－３－10　平成22年度

 　　　　　産業廃棄物処理業者の許可状況

事　業　区　分
新規
許可

更新
許可

変更
許可

合計

産業廃棄物収集運搬業 234 611 64 909

産業廃棄物処分業 5 42 7 54

特別管理産業廃棄物

収集運搬業
14 42 7 63

特別管理産業廃棄物

処分業
2 2 0 4

計 255 697 78 1,030

※更新許可：許可期限ごとに更新（継続）する場合。
　変更許可：許可範囲の拡大等を行う場合。

表２－３－３－11　不法投棄の推移

年　度 15 16 17 18 19 20 21 22

件数 137 113 153 89 52 64 35    （9） 46 （17）

量(トン) 7,560 13,646 1,300 597 308 234  861 （278） 656 （75）

※平成21年度及び22年度の括弧内は前橋市分で内数。

表２－３－３－12　不法投棄された廃棄物の種類

年　度 15 16 17 18 19 20 21 22

がれき類 34 （25%） 19 （17%） 37 （24%） 23 （26%） 13 （25%） 13 （20%） 2   （6%） 13 （28%）

廃 プ ラ 24 （17%） 14 （12%） 25 （16%） 20 （22%） 7 （13%） 10 （16%） 3   （9%） 3   （7%）

木 く ず 22 （16%） 18 （16%） 16 （11%） 5   （6%） 6 （12%） 7 （11%） 5 （14%） 2   （4%）

そ の 他 57 （42%） 62 （55%） 75 （49%） 41 （46%） 26 （50%） 34 （53%） 25 （71%） 28 （61%）

合 計 137 113 153 89 52 64 35 46

※平成21年度及び22年度の数値は前橋市分を含む。
※（　）内は全体に占める割合
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不法投棄は犯罪ですコラム

　県内の不法投棄は、 近年減少傾向にはあるものの依然として後を絶たず、 中には悪質 ・ 巧妙なケースもあり

ます。

　不法投棄は自然環境を汚染し、 私たちの生活環境にも悪影響を及ぼす許されない行為です。

　不法投棄は法律で禁止されています。

　違反した場合は、 ５年以下の懲役若しくは1,000万円以下の罰金と厳しい罰則が定められています。

　また、 不法投棄に会社が関わった場合には、 実行行為者が処罰されるのはもちろん、 両罰規定により、 会社

にも３億円以下の罰金が科せられます。

　不法投棄は早期に発見し、 早期に止めさせる

ことが大変重要です

　地域で不審な行動を見かけた時は、

　産業廃棄物110番

       【0120－81－5324】

（フリーダイヤル  ハイ  ゴミ通報）

　へ情報提供をお願いします。

　不法投棄された廃棄物

（2） 不適正処理

　不法投棄や不法焼却、 不適正保管などを総称して

「不適正処理」 と呼んでいます。

　平成22年度に県内で新たに認知した不適正処理

は、 186件2,848トンでした。

　不適正処理は、 不法投棄と同様に件数、 量とも経

年的に見ると減少傾向にあり、 平成18年度以後は件

数で300件を量でも1万トンを下回っています。 （表2

－3－3－13）

　不法投棄以外の不適正処理の種類では、 不法焼却

と不適正保管が大多数です。 （表2－3－3－14）

　不法焼却については、 平成13年４月から廃棄物の

焼却が原則禁止となったことで、 野焼きや構造基準

を満たさない焼却炉による焼却が違法行為として取

締りの対象になったことが大きく影響していると考えら

れます。

廃棄物の野焼き

表２－３－３－13　不適正処理の推移

年度 15 16 17 18 19 20 21 22

件数 488 346 360 270 200 280 229    （54） 186  （42）

量 （トン） ７3,465 21,479 14,572 3,838 3,876 9,741 2,392 （412） 2,848 （93）

※平成21年度及び22年度の括弧内は前橋市分で内数。

区 分　 件 数

不 法 投 棄 46 （25%）

不 法 焼 却 79 （42%）

不適正保管 50 （27%）

無許可営業 3　 （2%）

無許可設置 0　 （0%）

そ の 他 8　 （4%）

合 計 186件

※数値は前橋市分を含む。

※ （　） 内は全体に占める割合

表２－３－３－14　不適正処理の種類（平成22年度）
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　県では、 廃棄物の不法投棄や不適正処理を未然

に防止し、 また、 早期に発見するとともに、 発生した

事案については、 早期に解決することにより、 本県

の良好な生活環境の保全に努めています。

　主な取組内容は次のとおりです。

（1） 未然防止

ア　事業者に対する監視

　産業廃棄物処理業者への立入検査や産業廃棄

物運搬車両の路上調査を実施しています。

イ　事業者や県民の意識啓発

　新聞やラジオ等の各種広報媒体やチラシを活用し

て事業者や県民の意識啓発を図っています。

　また、 ６月と12月の廃棄物適正処理推進月間に広

報車による広報啓発事業等を実施しています。

（2） 早期発見

ア　情報の入手

　廃棄物･リサイクル課に専用電話の 「産廃110番」

を設置して広く県民から情報を入手しています。

（平成22年度は63件）

　また、 不法投棄場所として狙われ易い山間部で

の業務が多い森林組合や郵便局など６機関と情報

提供に関する協定を締結しています。

　さらに、「群馬県の環境を守る相互通報システム」

が構築され、 県行政の各分野の監視業務従事者

が本来業務の傍ら見聞した環境関係の違法行為

を相互に通報することになっています。

イ　パトロール

　警察官OBの嘱託職員である産業廃棄物不適正処

理監視員 （通称：産廃Ｇメン） が、 ５班10名体制でパ

トロールを行いました。 （年間延べ900日）

　また、 行政機関による監視が手薄になる休日と

夜間における監視の目を確保するため、 民間警

備会社に監視業務を委託しています。 （年間140

日）

　さらに、 県警の協力を得て、 県警のヘリコプター

「あかぎ」 による空からの監視 （スカイパトロール）

も行っています。 （平成22年度は23回）

　平成22年度はさらに、 解体工事現場等監視指

導員 （通称 ： 解体Gメン） が、 １班２名体制で解

体工事現場のパトロールを行いました。 （平成22

年度は1,074件）

（3） 早期解決

　認知した事案に対しては、 廃棄物･リサイクル課及

び環境 （森林） 事務所の担当職員が迅速かつ綿密

な調査を行い、 行為者に対し強力な是正指導を行う

ことにより、 現場の原状回復を図るとともに不適正行

為の再発を防いでいます。

　なお、 廃棄物･リサイクル課には出向警察官が２名

配置されており、 事案の早期解決に大きく貢献して

います。

（4） その他

ア　廃棄物適正処理推進強化月間

　毎年６月と12月を 「廃棄物適正処理推進強化月

間」 と定め、 期間中は重点的な取組みを行って

います。

イ　市町村職員の県職員併任発令

　不適正処理事案への対応を強化するために、

市町村職員を群馬県職員に併任して産業廃棄物

に関する立入検査権を付与しています。 （平成23

年６月現在、 26市町村89人）

ウ　不法投棄監視カメラの市町村への貸出し

　市町村と連携した廃棄物不法投棄監視体制の整

備 ・ 強化を図り、 不法投棄の未然防止、 拡大防

止及び行為者の特定をするため、 市町村へ不法

投棄監視カメラの貸出しを行っています。

（1） 取締り体制

　県警察では、 悪質 ・ 巧妙化する廃棄物事犯に迅

速に対応するため、 生活安全部生活環境課に環境

事犯特別捜査係を設置し、 各警察署と連携して環境

犯罪に対する取締りを積極的に推進するほか、 県や

市に警察官を出向 ・ 派遣し、 関係機関との情報交

換や共同臨場など行政と連携した活動を行っていま

す。

　また、 県警ヘリコプター 「あかぎ」 によるスカイパト

ロールを定期的に実施し、 目の届きにくい山間部等

を上空から監視し、 不法投棄等の発見に努めていま

す。

７　不法投棄等不適正処理対策

８　廃棄物事犯の取締り

　　　０１２０－８１－５３２４
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（2） 取締り重点

　本県は、 山間地や河川が多く、 廃棄物の不法投

棄が行われやすい環境にあります。

　警察では、 組織的 ・ 広域的な事犯、 暴力団が関

与する事犯、 行政指導を無視して行われる事犯、 特

に、 ３月11日以降は東日本大震災に絡む事犯等を

重点に取締りを強化しています。

　また、 環境被害の拡大防止と早期の原状回復を図る

ため、 関係機関に必要な情報提供を行っています。

（3） 検挙状況

　平成22年度中における 「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律 （以下 「廃棄物処理法」 という。）」 違

反の検挙状況は、 表2－3－3－15のとおりであり、 平

成18年度以降の推移は図2－3－3－4のとおりです。

　最近の特徴としては、 家屋の解体工事に伴って排出さ

れる木くずやがれき類等の不法投棄、農業等生産者によ

るビニール類の違法焼却が目立っています。

　また、 家庭から排出される粗大ゴミ等の不法投棄、

違法焼却も目につきます。

図２－３－３－４　「廃棄物処理法」違反検挙状況
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表２－３－３－15　「廃棄物処理法」違反の検挙状況

廃棄物種別 態様 件数 人員

産業廃棄物

不法投棄 11 28

違法焼却 46 55

違法委託 ・受託等 7 7

一般廃棄物

不法投棄 34 31

違法焼却 47 59

違法委託 0 0

合　　　計 145 180

　空き缶やペットボトル、 たばこの吸殻など、 ポイ捨

てによるごみの散乱は、 私たちに最も身近な環境問

題でもあり、 全国的にも大きな社会問題となっていま

す。

　この問題は、 私たち自身のモラルやライフスタイル

にも関わることから、 一朝一夕に解決し得ない困難

な問題となっています。

　そのため、 県では、 環境美化の意識を啓発し、 快

適で住みよい 「美しい郷土群馬県」 をより一層推進

するために 「春 ・秋の環境美化運動」をはじめとして、

様々な施策を展開しています。

（1） 春の環境美化運動 （５～６月） 実施状況

　県では、 平成22年５月１日から６月30日を春の環境

美化月間と定め、 市町村やボランティア団体等と連

携して、 県内各地において清掃活動や啓発活動を

実施しました。

　春の環境美化運動の実施結果

　 ・ 清掃活動31市町村　　150,060人

　 ・ ごみ収集総量　　　　　355,235㎏

　また、 群馬県の生活環境を保全する条例で定める

「環境美化の日 （５月30日）」 及び関東甲信越静環

境美化推進連絡協議会が提唱する 「統一美化の日

（５月30日） にちなみ、 赤城大沼周辺を県クリーン重

点地区に設定し、 清掃活動を実施しました。

（2） 秋の環境美化運動 （９～10月） 実施結果

　 ・ 清掃活動26市町村　　140,799人

　 ・ ごみ収集総量　　　　　263,497㎏

（3） 各種啓発事業の実施

ア　ポイ捨て防止標語コンテストの実施

　県と群馬県環境美化運動推進連絡協議会は、

空き缶等の散乱防止と次代を担う子どもたちの環

境意識を啓発する目的として、 標語コンテストを実

施しました。 また、 優秀作品を 「関東甲信越静環

境美化推進連絡協議会」 が行う標語コンテストに

出品しました。

（ア） 対　象　県内の小学生 ・中学生 ・高校生

（イ） 応募数　15,707点

イ　ポイ捨て防止啓発品の作成配布

　ポイ捨て防止を呼びかけるティッシュを作成し、

春 ・秋の環境美化運動等で配布しました。

９　美しい郷土を守る県民大作戦


